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は 10 年、20 歳未満は５年）すると、製造番号も
全く別の番号になってしまう。また、この際に、
民間事業者が個人番号カードの取りまとめ更新を
おこなえるかどうかは、現時点では未確定である。
伺個人番号カードの電子証明書
　個人番号カードの IC 部分には、署名用電子証
明書、利用者証明用電子証明書、と呼ばれる２種
類の電子証明書が搭載されている。署名用電子証
明書は、住民基本台帳カードに搭載されていた電
子証明書と同等のもので、e-Tax などに使う。利
用者証明用電子証明書は、マイナポータルへのア
クセスに使用することを予定している。これらの
電子証明書は、地方公共団体情報システム機構
（J-LIS）のOCSPレスポンダでオンライン認証する仕
組み（公的個人認証サービス）であり、J-LIS 側
ではマイナンバーとの紐付けがなされている。た
だし、マイナンバーとの紐付けは外部には公開さ
れておらず、したがって、これらの電子証明書と
マイナンバーは、法律上、別のものとみなされる。
　電子証明書には、それぞれシリアル番号が振ら
れており、このシリアル番号を利用したデータベー
スの構築が許されている。電子証明書の有効期限
は５年で、期限が来れば更新する必要がある。ま
た、署名用電子証明書は、住所や氏名を変更する
と失効するため、その場合は署名用電子証明書を
更新する必要がある。電子証明書を更新すると、も
ちろんシリアル番号も変更となるが、新旧のシリ
アル番号の対応については、平成29年以降、 J-LIS 
にオンライン問い合わせ可能になる予定である。
　これらの電子証明書は、行政機関のみならず、
民間事業者も利用可能である（改正番号利用法施
行令第十八条第二項第四号）。ただし、国民の利
便性の向上に資するものとして総務大臣が定める
事務を処理する民間事業者に限られており、総務
大臣が認定した民間事業者ということになる。
伺個人番号カードとコンビニ交付
　総務大臣による認定の最初の一つとして目され
ているのが、セブン・イレブンなどコンビニ事業
者による住民票のコンビニ交付である（図３）。
コンビニの「キオスク端末」（いわゆる複合コピー機）
に個人番号カードをかざし、パスワードと手数料
を入れると、利用者証明用電子証明書が J-LIS に
届き、住民票や印鑑証明などが、住所地の市区町
村からコンビニの「キオスク端末」にプリントア
ウトされるサービスである。
　コンビニ事業者の専用回線は全国規模で展開さ
れており、その結果、技術的には、日本中どこの
コンビニでも住民票交付が可能となっている。住
所を遠く離れたコンビニでも、住民票や印鑑証明
が取得できるわけである。一方で、コンビニ交付
に参加する地方自治体は、本稿執筆時点では 100
市区町村（全自治体の６％程度）にとどまってい
る。個人番号カードの活用は、民間事業者のア
イデア次第であり、今後さらなる普及が望まれる。
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図３: 民間事業者と地方自治体の連携によるコンビニ交付の実現
